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１．自治体の基本情報
基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題
当市の学校部活動については、少子化の影響と部活動の任意加入化、選択肢の
多様化に伴い、部員数が減少し、学校によっては通常の練習や大会参加にかかるチ
ーム編成に支障をきたしています。小規模校においては選択できる部活動が限られて
おり、総合文化部以外の文化部が選択できない学校があります。
在学する学校に希望する部活動の種目がないことから、部活動に所属しない生徒が
増加しています。
自校にやりたい部活動がなかったり、チーム編成ができないことを理由として学区外通
学を希望する生徒も一定数います。
今後、生徒数は年々減少していく見込みであり、現状の学校を単位とした部活動の
維持はますます困難となります。
また、令和４年度に市立学校職員を対象として実施したアンケートでは、競技・指
導経験のない部活動の指導にあたっている顧問が６割を超えており、休日の学校部
活動が地域移行された場合に引き続き指導にあたりたいと回答した教員は２割にとど
まっています。
こうしたことから、生徒が望む専門的な指導を受けながら、スポーツ・文化芸術活動を
継続しておこなえるよう、従来の学校を単位とした学校部活動から、地域単位に移行
していく必要がありますが、当市においては受け皿となる団体が少ないことから、受け皿
となる団体の整備と指導者の確保が課題となっています。

人口 ３２，７８４人 部活動数 ３５部活

公立中学校数 ４校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 ７２２人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定予定

学校名 生徒数 運動部 文化部
第一中学校 410人 10部 ３部
大船渡中学校 124人 ８部 ２部
末崎中学校 68人 ５部 １部
東朋中学校 120人 ５部 １部

【令和５年度生徒数及び部活動数】

722人713人709人
679人681人670人672人

615人

564人

516人

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

【市内生徒数推移見込】

現小学1年生～中学3年生は実数を使用。現未就学児については、
市内出生者数に直近の市内学校への就学率を掛けた数値を用い、
各年度の学年を繰り上げて算定。
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２．実証内容と成果
運営体制・役割

年間の事業スケジュール
・６月 実証事業にかかる協力依頼（地域指導者、育成会・保護者会、学校）

第１回部活動の在り方に関する検討委員会の開催（実証事業の内容説明）
・７月 実証事業の周知、参加者の募集

地域スポーツクラブの活動開始（陸上）
・８月 教員の兼職兼業手続き通知

地域スポーツクラブの活動開始（バドミントン、バレーボール）
・10月 第２回部活動の在り方に関する検討委員会の開催（実証事業の進捗状況の報告ほか）
・12月 第３回部活動の在り方に関する検討委員会の開催（地域移行の方針について協議）
・１月 アンケート調査の実施（実証事業の参加生徒及び保護者）
・２月 指導者向け研修会の開催

第４回部活動の在り方に関する検討委員会の開催（実証事業の実績報告）

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

 教育委員会（学校教育課）
・実証事業の内容の検討
・育成会・保護者会との連絡調整、地域指導者・各中学校への協力
依頼への協力依頼
・検討委員会での情報共有・成果と課題の整理、次年度以降の方針
の決定

 首長部局（生涯学習課）
・検討委員会での情報共有・成果と課題の整理
・市教育委員会及び市スポーツ協会との連携

　情報共有、課題整理、方針の決定

第一中学校 市スポーツ少年団

連絡・調整 大船渡中学校 市競技団体

受入先の確保

末崎中学校

連携 指導者人材バンク

組織体制整備 東朋中学校 　※設置検討

指導・助言

県・県教委 研修会

部活動の在り方検討委員会

運営会議

市
ス
ポ
ー

ツ
協
会

市
教
育
委
員
会

育
成
会
・
保
護
者
会

市生涯学習課
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 地域クラブ活動に取り組んだ数 地域クラブ活動に取り組んだ種目

２校 ３種目 陸上競技、バドミントン、男子バレーボール

拠点校名 第一中学校、東朋中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

２部活

地域クラブ活動で実施
した種目

男子バレーボール（第一中学校）
バドミントン（東朋中学校）

運営主体名 大船渡市教育委員会

運営類型 市区町村運営型（地域団体・人材活用型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

男子バレーボール：月６回程度
バドミントン：月３回程度

指導者の主な属性 スポーツ少年団、地域の指導者

活動場所 拠点校

主な移動手段 保護者による送迎、徒歩・自転車

１人あたりの参加会費等
（年額）

男子バレーボール：12,000円
バドミントン：12,000円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例

大
船
渡
市
教
育
委
員
会

第
一
中
学
校

大
船
渡
中
学
校

末
崎
中
学
校

東
朋
中
学
校

地域クラブ団体

サン・ドリームバレーボールクラブ

赤崎シャトルズ

保
護
者
会
・
育
成
会

協力依頼 地域クラブ
活動参加

大船渡市陸上競技協会

・陸上競技については、大船渡市陸上競技協会が運営
・男子バレーボール、バドミントンについては、拠点校の
 保護者会・育成会を中心に運営
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・市スポーツ担当部署や市スポーツ協会との連携
・指導者の確保や活動場所の調整
・活動団体の体制の整備

取組事項

・市スポーツ協会から地域指導者の情報を得て、実証事業の協力依頼を行うことができた。
・各運営団体において、LINE等を活用した参加者の連絡網の作成、練習日の設定、会費の設定と徴収、スポーツ安全保険などの保険加
 入手続きを行うなど、運営体制を整備することができた。
・バドミントンでは、休日に保護者会で当番制により生徒の見守りを実施し、学校部活動の顧問がつかない体制をとることができた。
・陸上競技は運営団体が練習場所を確保し実施することができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

・各運営団体に、会費の設定と徴収、スポーツ安全保険などの保険加入手続きを行うことなどを依頼し、地域移行後の体制整備に努めた。
・参加者の募集にあたっては、生徒が選択しやすいよう３つの種目をまとめて市教育委員会で各中学校に募集チラシを配付した。また、申込方
法は、学校への申込書の提出のほか、オンラインでも申込ができるよう工夫した。

特に
工夫した
事項

・令和４年度に小中学生を対象として実施したアンケートでは、学校部活動と子ども達が希望している種目が一致していない状況が窺えた
 ことから、学校部活動にない種目の設立についても検討していく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

・専門の知識・技能を有する指導者を複数人配置する。
・引き続き指導を希望する教員の兼職兼業の体制を整備する。取組事項

・各種目において、２人以上の指導者を配置することができた。
・男子バレーボールについては、拠点校の部活動顧問２名が兼職兼業を希望したことから、在校時間の把握を行ったうえで、市教育委員会
が兼職兼業の許可を行い、実証事業の指導者として依頼を行うことができた。
・実証事業の指導者を対象とした研修会を開催し、ハラスメントに関する知識の習得など指導者の資質の向上を図ることができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

・市教育委員会で兼職兼業の許可基準を整理した。
・指導者に協力依頼した際に、現行の体制で指導可能な人数について事前に確認を行い、定員を超えた場合の指導体制についても検討
していただいた。特に

工夫した
事項

・種目により指導者の確保が困難な部活動もあることから、市スポーツ協会や各種競技団体の協力を得ながら指導者の確保に努めていく。今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

・市スポーツ協会や加盟競技団体、スポーツ少年団等と連携し、受け皿の確保に取り組む。

取組事項

・当市に設置した検討委員会において、スポーツ・文化芸術関係機関、地域指導者、市スポーツ担当部署、学校関係者と情報共有を図る
  ことができた。
・陸上競技については大船渡市陸上競技協会と、男子バレーボール及びバドミントンについてはスポーツ少年団加盟団体（サン・ドリームバレ
 ーボールクラブ、赤崎シャトルズ）の協力を得て実施することができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・関係団体の役割分担を明確にし、連携を強化していく必要がある。市の方針を決定した後に、各団体に協力依頼し地域移行に向けた体制
 を構築していく。

今後の
課題と
対応方針

・検討委員会の構成員に実証事業の指導者２名と部活動指導員を加え、現状と課題の把握に努めた。
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

・市内中学校に設置されていない陸上競技について、大船渡市陸上競技協会の協力を得て、活動機会を提供する。
・自校にない種目に取り組める体制を整備する。取組事項

・陸上競技では、市内４校全てから参加申込があった。
・男子バレーボール、バドミントンともに新人チーム後に部員数が不足していたが、他校から参加申込があり、活動人数を増やすことができた。
・部活動引退後の３年生も活動に参加することができた。また、他校の生徒との交流であったり、バドミントンはスポーツ少年団の小学生が一
 緒に活動することもあり、学校以外での人間関係の構築が図られた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

・令和４年度に市内の小学４年生から中学３年生までを対象として実施した
 アンケート調査において、運動部のなかでニーズが最も高かったバドミントンに触れ
 る機会を提供することができた。
・学校の部活動にない種目（陸上競技）や市内で１校しかない種目（バドミン
 トン、 男子バレーボール）を選定し、市内の中学生が希望する活動に参加でき
 るよう工夫した。

特に
工夫した
事項

・実証事業では、希望した内容と実際の活動内容にギャップを感じて途中で辞める生徒が何人かいたことから、次年度以降、募集の際にはあら
 かじめ活動内容や運営団体の方針などを確認したうえで周知を図っていく。
・現状の学校部活動が必ずしも児童生徒のニーズに即していないことから、関係団体と連携して受け皿の構築を図っていく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

学校部活動と活動場所・時間の調整をしながら利用する。

取組事項

・男子バレーボール、バドミントンについては、拠点校を活動場所として時間帯を調整して実施することができた。
・陸上競技については、高等学校を練習会場として独自に確保して活動することができた。取組の

成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・種目により、指導者が指導できる時間帯により会場が重複することが考えられることから、学校施設を利用する場合の予約方法や学校備品
を破損した場合のルールづくりを今後決める必要がある。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【実証事業参加者募集チラシ】

【保護者への地域移行の周知チラシ】
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２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

【陸上練習の様子】 【バドミントン練習の様子】

【男子バレーボール練習の様子】 【実証事業地域指導者及び部活動指導員を対象とした研修会の様子】
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

対象とする地域クラ
ブ活動の検討開始

受け皿団体や指導
者の選定

拠点校の選定

学校との調整

拠点校保護者への
説明

参加者の募集
地域クラブ活動の開

始
地域クラブ活動の拡

大

教育委員会で学校単位での維
持が困難となっている部活動を
中心に、対象とする種目を選定
した。

・実施にあたって生じた課題
当初、複数校での合同活動をい
くつか予定していたが、部員が0
人になったり、１校のみで部員数
が充足したことから、他方が市外
の学校と合同で活動することにす
るなど、実証事業を行えない種
目が生じ、その年の部員数に左
右される状況となった。

・実施内容、工夫した点 等
学校部活動にない種目（陸上
競技）や、市内に１校しかない
種目（男子バレーボール、バドミ
ントン）について拠点校方式にし
て他校から参加できるようにした。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

学校、市スポーツ協会に実証事
業の説明と現状の情報共有を
行った。
市で設置した部活動の在り方検
討委員会において、実施する地
域クラブ活動を決定した。
教育委員会で指導者及び拠点
校部活動の保護者に対し、事
業の説明及び協力依頼を行った。

・実施内容、工夫した点 等
検討委員会に実証事業の指導
者２名を加えて、現状と課題の
把握に努めた。
運営団体に参加者の連絡網の
作成、練習日の設定、会費の
設定と徴収、スポーツ安全保険
などの保険加入手続きを行って
もらうよう依頼し、持続可能な体
制の整備に努めた。

運営団体に参加者申込に必要
な事項を検討してもらい、教育
委員会で募集チラシを作成して
各学校を通じて配付し、参加者
の取りまとめを行った。

・実施にあたって生じた課題
想定した活動とのギャップから辞
める生徒が複数いたことから、あ
らかじめ活動内容や運営団体の
方針を確認し、周知を図る必要
があった。

・実施内容、工夫した点 等
申込方法を学校に申込書を提
出するほか、オンラインでも提出
できるよう工夫した。部活動を引
退した３年生が活動に参加でき
るようにした。

運営団体から毎月、月報及び
日誌を提出してもらい、進捗管
理を行った。
検討委員会において中間報告
を行い、次年度の方向性につい
て委員から意見をいただいた。
参加者生徒及び保護者にアン
ケートを実施し、課題把握に努
めた。

・次年度の方向
原則として全学校部活動を対象
に実証事業を実施し、令和７
年度末の休日の地域移行に向
けた体制を整備する。
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３．今後の方向性
地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ



【岩手県西和賀町】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 岩手県西和賀町
担当課名 教育委員会 生涯学習課
電話番号 0197-82-3283



2

１．自治体の基本情報
基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

少子高齢化、人口減少が著しく、単独では大会に参加することが難しい部活が出てきている。現状、
湯田中学校、沢内中学校の両野球部はすでに新人戦では合同チームで参加をしており、沢内中学
校ソフトボール部では、町内の学校と合同チームを組むのではなく北上市と広域連携をし新人戦に参
加をしている。また、地域の受け皿となりうる総合型地域スポーツクラブが西和賀町にはなく、現状町
が地域スポーツクラブの受け皿となって活動している。体育協会やスポーツ少年団では受け皿になるよ
うな体力はないため総合型地域スポーツクラブの設立は急務となっている。
生徒や指導者、保護者にとっても明確に分かりやすい地域移行ではなく、平日の担当を学務課、休
日の担当を生涯学習課と別れていることからワンストップで相談や依頼ができる状況ではないことから
指導者、保護者、学校担当者にとっても不親切な状況が続いている。将来的な人口推移をみても
今後人口が増えることはないためますます単独学校、単独部活での参加は厳しくなっている。合同部
活での練習をする際にも湯田中、沢内中ともに距離があるため移動に関しても親の協力が必要不可
欠ということも課題となっている。

人口 4856人 部活動数 ８部活

公立中学校数 ２校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

検討委員会設置済み

公立中学校生徒数 91人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定に向けて準備中
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出典 西和賀町町民課
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各競技団体

２．実証内容と成果
運営体制・役割

年間の事業スケジュール

４月 町内中学校 地域移行実施に係る打合せ
５月 西和賀町スポーツ少年団総会にて実施についての説明

町内中学校 部活動地域移行実施に係る打合せ
７月 西和賀町体育協会評議会にて実施についての説明
９月 総合型地域スポーツクラブ先進地視察

部活動地域移行事業研修会（適切な指導について）
第１回西和賀町休日部活動検討委員会の実施

12月 西和賀町スポーツ体制整備研修会
（総合型スポーツクラブについて、冬期間のウォーミングアップについて）
総合型スポーツクラブ運営研修会

１月 部活動地域移行説明会に参加。

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担
 生涯学習課
外部指導者の勤務状況を確認し実績に応じ謝金の支払い
外部指導者に向けた講習会の実施
総合型地域スポーツクラブ導入の検討

※イメージ図
学務課

学校の窓口機関
外部指導者の勤務
状況に応じて平日分
の謝金支払い。

生涯学習課
外部指導者の勤務状
況を確認し実績に応じ
謝金の支払い。
外部指導者に向けた
講習会の実施
総合型地域スポーツクラ
ブ導入の検討

連
携
・
支
援

沢内・湯田中学校
地域指導者

西和賀町体育協会連携

委嘱

部活動指導員

連
携

派
遣

 学務課
学校の窓口機関
外部指導者の勤務状況に応じて平日分の謝金支払い

休日部活動検討委員会

検証

１月 町内中学校１・２年生、保護者にアンケート調査を実施。
２月 アンケート調査まとめ。実証事業の完了報告作成。
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 2校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 野球・男子ソフトテニス・女子バレー・女子卓球・女子ソフトボール・柔道・バドミントン

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数 ８部活

拠点校名 湯田中学校
沢内中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数 8部活

地域クラブ活動で実施
した種目

野球・男子ソフトテニス・女子バレー・女子卓球・
女子ソフトボール・柔道・バドミントン

運営主体名 湯田スポーツクラブ
沢内スポーツクラブ

運営類型 市町村運営型（地域団体・人材活用型）

１か月あたりの平均的な
活動回数 各種目：月４回程度

指導者の主な属性 部活動指導員

活動場所 各中学校施設・町内運動施設

主な移動手段 保護者による送迎

１人あたりの参加会費等
（年額） 無料

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）
※イメージ図

主な取組例
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

総合型地域スポーツクラブの設立を目指し情報収集
地域のスポーツ団体に向けた総合型地域スポーツクラブの設立に向けた研修。
休日部活動体制検討委員会の設立

取組事項

岩手県総合型スポーツクラブ運営研修会への参加。（年２回）
岩手県体育協会による先進地視察に同行。
（山形県大蔵村・鮭川村・戸沢村）
休日部活動体制検討委員会を設立、開催。情報公交換を行う。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

岩手県体育協会の総合型スポーツクラブの担当者から同規模町村の総合型スポー
ツクラブの視察、部活動地域移行の実施について視察の提案があった。視察先の事
例をスポーツ団体に向けた研修で発表いただいたことで、西和賀町でも同じようなこ
とができるのではないかという実感が伴った研修を実施することができた。また、今回の
地域移行が地域のスポーツ環境にどうかかわってる来るか、地域のスポーツを盛り上
げる最適なタイミングだということを岩手大学教授の浅沼道成先生に講演いただいた
ことで、総合型地域スポーツクラブ導入に向けたきっかけづくりを行えた。

特に
工夫した
事項

総合型地域スポーツクラブの設立に向けて設立準備委員会を設置することで、地域のスポーツを一手に担う団体の育成を図る。また、総合型地
域スポーツクラブがあることで部活動地域移行の受け皿として機能することにより生徒、保護者、学校、指導者、地域にとっても良い効果をもたせ
ることが期待できる。設立準備委員会で活動を実施していくことで、地域の中で知名度を上げていければと感じている。

今後の
課題と
対応方針

西和賀町スポーツ推進体制基盤整備研修の様子。

先進地視察の様子。（山形県大蔵村）



6

２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

外部指導者として部活動の指導に当たっていただいた方を部活動指導員として配置を行った。
また、年２回の研修を実施し指導内容の質の向上に努めている。取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

年２回の指導者向け講習会を実施。１回目はスポーツインテグリティに関しての講習、
２回目は冬季のトレーニングについての講習を実施した。また、西和賀町には総合型
地域スポーツクラブがないことから休日部活動地域移行の受け皿となる団体が現在な
いということから西和賀町スポーツ推進体制基盤整備研修と称し、外部指導者だけで
はなく、体協関係者、スポ少関係者、スポーツ推進委員、各部活動保護者会長を対
象にスポーツ推進基盤の整備についても研修を行った。

特に
工夫した
事項

指導者、ボランティアの確保を継続し、安定的なクラブ活動を行えるように体制を整える。今後の
課題と
対応方針

西和賀町スポーツ推進体制基盤整備研修の様子。

町内中学校１・２年生58名を対象にアンケート調査を行った。
休日部活動の活動内容はおよそ93％が活動内容が充実していると回答
している。また、活動時間についても83％が十分な活動時間になっている
と回答していることから指導内容、時間については一定の評価を得られて
いると感じている。

45%
48%

5% 0% 2%

活動内容は充実していますか

おおいに充実している 充実している どちらともいえない 充実していない 無回答
中学生58名を対象としたアンケート
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

実証事業の際は、参加費は無料としており、保険料も町で対応した。

取組事項

参加者だけではなく、指導者に関しても保険を掛けることで、安心してクラブ活動へ
参加することができている。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

参加費を導入するにあたり適切な金額の設定。就学援助世帯に対する支援について。今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

町内中学生1・2年生を対象としたアンケート

湯田中学校 休日クラブ活動回数・時間

沢内中学校 休日クラブ活動回数・時間

25 26
15 12
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沢内中学校休日クラブ活動

回数 時間
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２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

地域クラブ活動練習風景 地域クラブ活動練習風景

西和賀町スポーツ体制基盤体制研修会 休日部活動検討委員会
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３．今後の方向性
地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

西和賀町教育委員会部活動 改革スケジュール

2023年（Ｒ５） 2024年（Ｒ６） 2025年（Ｒ７）

総合型地域スポーツクラブ運営検討委員会を設
立し１年を通して検討を行う。

町内中学校、各部活動の地域移行を実施。 教育委員会ではない受け皿となる組織の設立。
（総合型地域スポーツクラブを想定）

総合型地域スポーツクラブ運営検討委員会として
年間を通じた活動、検討を行い地域部活動への
受け皿団体としての自力を高め、来年度以降の総
合型地域スポーツクラブの設立に向けた活動を行う

指導者向け・保護者、地域スポーツ団体向けに研修を実施し指導の参考や地域のスポーツ環境整備へとつなげていく。

町内両中学校の部活動の８部活の
地域移行を実施。
（野球・ソフトテニス・卓球・バレー
ソフトボール・柔道・バドミントン） 学校・指導者・保護者等への伴走支援の検討

（移動に関する検討・部活動の種目検討）

指導者向けに資格取得の呼びかけ（指導者の資質向上）

総合型地域スポーツクラブ運営検討委員会の
設立準備期間とする。（委員の選定）

※イメージ図



【岩手県九戸村】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 岩手県九戸村
担当課名 九戸村教育委員会
電話番号 0195-42-2111
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１．自治体の基本情報
基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

当村の現状は学校部活動のほか、部活動に在籍する生徒の保護者で構成する組織「部活動育成会」があり、学校部活動以外の練習及び大会等の遠征
（平日、休日含み）などの実施に協力を頂いている。部活動育成会では「指導者への打診」「練習の見守り」「遠征時の送迎」「消耗品の手配」「保険の適用」
など、多種多様な形で生徒たちの活動を支えているが、費用面の負担や、指導者の代替わりの際の後任探しに苦慮している状況である。
部活動の段階的な地域移行に向けて、保護者・拠点校・教育委員会・競技団体等関係者による課題意識及び目指すべき姿の共有を図らなければならない。
また、地域移行を進める際には、先に述べた費用的な部分の課題も解消しなければならないほか、将来的には他市町村との連携も視野に入れていかなければな
らないと考えている（当面の間は当村の地理的条件から、単独での地域移行を実践予定） 。

人口 5,158人 部活動数 7部活

公立中学校数 1校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 118人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定に向けて準備中
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２．実証内容と成果
運営体制・役割

▼運営体制図（九戸村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

 教育委員会（教育総務係、生涯学習係）
部活動地域移行検討会議の開催、拠点校と部活動育成会（地
域クラブ活動の運営主体）との連絡調整、指導者謝金の支払い、地
域スポーツ教室及び研修会開催に係る各種事務手続きなど。

 首長部局（今年度は協働体制無し）
地域おこし協力隊を所管する「IJU戦略室」と協働し、地域おこし協
力隊の活用を検討していきたい。

時期 計画事項
10月 第１回協議会の開催（現状と将来の課題点、今後の方向性についての整理・共有、役割分担等）

関係者との意見交換会実施
地域クラブ活動開始

12月 第１回～第４回地域スポーツ教室実施
1月 地域指導者向け研修会①の実施

地域クラブ活動終了
2月 地域指導者向け研修会②の実施

拠点校・保護者等へのアンケート調査実施
3月 事業完了報告書・成果報告書等の作成

第２回協議会（成果報告・収支決算・来年度以降に向けた課題整理）

年間の事業スケジュール
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の運営実績
拠点校数 １校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 女子バレーボール、男子バレーボール、女子バスケットボール,卓球,ソフトテニス

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

５部活

拠点校名 九戸村立九戸中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

５部活

地域クラブ活動で実施
した種目

バレーボール、バスケットボール、卓球、ソフトテニス

運営主体名 部活動育成会

運営類型 市町村運営型（地域団体・人材活用型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

女子バレーボール：月２回程度
男子バレーボール：月２回程度

女子バスケットボール：月１回程度
卓球：月５回程度

ソフトテニス：月１回程度

指導者の主な属性 地域指導者

活動場所 九戸中学校体育館、村内小学校体育館

主な移動手段 自家用車（部活動育成会）

１人あたりの参加会費等
（年額）

女子バレーボール：0円
男子バレーボール：0円

女子バスケットボール：0円
卓球：0円

ソフトテニス：0円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

※イメージ図

主な取組例
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項

部活動育成会、指導者、体育協会、各競技種目の協会、拠点校、教育委員会で構成する「九戸村部活動地域移行準備検討委員会」
を発足し、部活動地域移行のための課題や今後の方針について意見のすり合わせを行った。
各団体がこれまで行ってきた取り組みや、施設整備面での村への要望の他、市町村合同部活動に対する施設利用上の不利益などを実体
験を基に情報共有できた。
また、当面は単独での地域移行を実践するが、将来的には他市町村との連携も視野に入れていかなければならないと考えている。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

部活動育成会へ運営日誌への記録を依頼し、活動の実態を確認するほか、部活動育成会の年間を通してのランニングコストについて情
報提供をいただき、地域移行の進展に向けた予算の洗い出しを行った。特に

工夫した
事項

当面の間、地域クラブ活動の運営はこれまで同様に「部活動育成会」と「指導者」が受け持つこととなるが、顧問がこれまで携わってきた「学校
施設利用予約日程の調整」「練習試合、大会等の調整」なども両者に任せるのは負担が大きい（自身の家庭、生業への影響も考慮）。
今後もその二点については学校からの協力を頂きながら、新たに「コーディネーター」を雇用し、ノウハウや人脈などを引き継ぐ必要がある。

今後の
課題と
対応方針

教育委員会、村内の競技団体、スポーツ推進委員等を構成員とする「九戸村地域スポーツ振興協議会（仮称）」を設立し、各関係者
との連絡調整・指導助言など、主体的に地域クラブ活動の実施に取り組む。
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

取組事項

当初計画では「地域スポーツ振興協議会」が、各クラブ活動に対して競技指導者の選定・派遣を行う予定だったが、「地域スポーツ振興協
議会」の立ち上げまでは至らなかった。また、当初想定していた村体育協会傘下の各競技団体の人員不足もあり、競技指導者の選定・派遣
は実施出来なかった。
指導スキル向上に向けた研修は実施済み（詳細は「取組項目名：オ：内容の充実」に記載）。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

当初の想定では各競技団体をそのまま競技別の人材バンクとする予定だった。
また、協会からの派遣指導者についても「技術力向上」と「競技に触れ、楽しむ機会」それぞれの役割を設定し、地域クラブ活動への派遣や
村主催の運動教室への派遣を行い、競技人口の増を狙いたかった。

特に
工夫した
事項

今後は各競技団体に限定せず、村内または管内などの「競技経験はあるが指導は未経験」といった人材を広く募り、人材バンクを整備する。
集まった人材に対して 「指導スキルの獲得、向上のための研修」を定期的に実施し、指導者を派遣できる体制を整える。
また、各競技団体と集まった競技経験者を繋ぐことで、各競技団体の人員増を図り、村体育協会の組織力強化を図りたい。
更には、競技経験者自身が指導者としてのみではなく、プレイヤーとしても活躍できる場を創り、生涯スポーツの振興を図りたい。

今後の
課題と
対応方針

地域スポーツ振興協議会が、各部活動に対して競技指導者の選定・派遣を行う。また、指導スキル向上に向けた研修等を実施する。
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

各競技団体、部活動育成会、スポーツ推進委員と指導者の選定・派遣・要請について連携する。また、必要に応じて地域おこし協力隊とも
連携し、指導者の確保等を行う。取組事項

指導者の選定、派遣共に、当村におけるスポーツ推進委員は各競技団体からの差出人員が多く担っていることから、人員不足のため実施で
きなかった。
また、地域おこし協力隊の中でも該当する競技の経験者はいないため、指導者の新規確保は出来なかった。
指導者の要請については、今年度は当初段階で既に部活動育成会が指導者を依頼済みであること、また、追加の指導者も数名いたが、部
活動育成会が以前から築いていた人脈によるもののため 「九戸村部活動地域移行準備検討委員会」への要請はなく、未実施となる。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

「運動部の地域移行」の趣旨とは違うが「地域おこし協力隊」の中には「楽器演奏」「ICT技術」等に秀でたものがいたため「文化部の地域移
行」の準備のための人材バンクの作成を行った。
また、スポーツ推進委員は「スポーツの振興」を目的に各競技団体から人員が集まっていることもあってか、一つの競技に偏ることを避け、競技
未経験者でもスポーツに親しむ機会となるよう「ニュースポーツ」に力を入れている。ニュースポーツは「文化部の生徒」も「運動部の生徒」も一律
にゼロから始める競技が多い為、スポーツに触れ、親しむ機会となることを期待している。
今後のスポーツ推進委員の役割としては「ニュースポーツに特化し、企画運営を担う」ことをお願いしたい。

特に
工夫した
事項

指導者の負担軽減及び後継者不足を解消するために、引き続き人材バンクの整備を進める。
その傍らでスポーツのみならず文化活動の経験についても聞き取りを行い「文化部の地域移行」にも繋げたい。
また、今回の実証事業を行う中で見えてきた各団体の強みを活かした役割を設定し、来年度以降の活動に備えたい。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

九戸中学校における部活動の全てについて、休日の部活動地域移行の取り組みを行う。
取組事項

「休日のクラブ活動（地域の受皿での活動）」としては認められない案件が多数あったため、当初予定していた７部活動すべての地域移行は
実現できず、最終的には５つの部活動の一部期間のみが地域移行の対象となった。
これは熱意のある顧問が休日の部活動に参加したことから、地域移行と見なされないため、地域移行の実績としては除外となったが、 兼業体
制の整備さえ行えば「休日のクラブ活動」として認められる案件である。
準備検討委員会事務局の認識誤り及び兼職兼業体制の整備が間に合わないことから発生した事案であった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

当村では、生徒の保護者で構成される「部活動育成会」という組織があり、生徒がクラブ活動を行う上での受皿として既に活動している。
今年度の取組は例年、部活動育成会から依頼している各競技の指導者へと技術指導に対する対価と休日の練習時と遠征などで顧問に
代わり生徒の引率を行うことにより生じる責任に対する対価をお支払いすることで、指導者の後継者不足解消の第一手とした。

特に
工夫した
事項

地域としては部活動に積極的な教職員が居ることを改めて認識することができた。
また、拠点校の教職員のみならず、地元出身の他校に努めている教職員や地方公共団体職員などの指導者が多数いることから、改めて兼業
体制を整理することで、次年度は指導に対する対価をお支払いし、引き続き責任を持って生徒の指導、引率に努めて頂けるよう環境を整備する。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

指導者のスキル向上の取り組みを推進し、技術指導のレベルアップを図る。

取組事項

指導者としての心構えや選手とのコミュニケーション方法などといった、競技種目に限定しない「指導方法（教育理論）」を学ぶための研修
会を実施した。
また、技術指導についても地域移行対象の全競技の実施は出来なかったが、村に競技団体の無い「ソフトテニス」に注力した「ソフトテニス
教室」を実施。部活動指導者の参加も依頼し、実践を交えた技術指導方法の習得にも繋がった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

「指導方法（教育理論）」の研修会では、現在の部活動指導者のみならず、指導者の潜在候補者たる関係団体からも参加者を募り、
研修を実施した。また、研修の中で他市町村の例などを交えた「地域移行の実情」を内容に盛り込み、参加者の部活動地域移行に向けた
意識醸成を図った。
また、「技術指導」も含めた「ソフトテニス教室」では、新たな指導者人材発掘及び競技人口の拡大を目的に参加対象を広く「村民」とし、
募集した。結果、拠点校のソフトテニス部所属の生徒と指導者のほか、小学生３名と成人男性１名が参加することとなり、僅かではあるが
競技人口の拡大に寄与した。

特に
工夫した
事項

競技別の「技術指導」については、今後は部活動育成会や村内の競技団体の意向を反映させた内容の研修会を実施したい。
全競技に共通する「指導方法（教育理論）」については現在の指導者の意向を反映させた内容の研修会を実施すると共に、対象を現在の指
導者の他、人材バンク登録者も対象とし、指導者候補生を増やしたい。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

各部活動育成会から指導者に対して支払う謝礼・旅費、及び休日の大会・練習試合等の活動費として、村から活動補助金を交付。また、
本格的な地域移行に向けて保護者負担費用の検討を行う。取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

当初予定していた部活動育成会への補助金交付は、実証事業にそぐわないことから、指導者への謝礼の支払いを地域クラブ活動として認め
られた「女子バレーボール」「男子バレーボール」「女子バスケットボール」「卓球」「ソフトテニス」以上５つの部活動で実施。
また、保護者負担費用の検討については、部活動育成会から年間を通して必要となる費用について、情報収集及び集計を行っている途中で
ある。

特に
工夫した
事項

今後の
課題と
対応方針

練習試合や大会等での指導は、移動時、休憩時を問わず指導が行われることから実指導時間の算定が困難であるため、今年度は活動場
所の区分を二つ設定し、それぞれの謝礼上限額を設定した。謝礼上限額の設定内容は「管内 ４時間」「管外 ６時間」というもの。
来年度以降は、内容を見直し、より実態に即した謝礼の支払いが出来るよう努めたい。

来年度は部活動育成会への補助金交付を実現し、実態に即した無駄のない活動への補助を実現したい。
その為に、補助金支払いの対象となる経費の設定や、部活動育成会から情報収集を行っている、年間を通して必要となる費用を反映さ
せた補助交付額を設定したい。
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

学校の設備・備品の使用等について、クリアすべき課題点の検討とルールの策定を行う。

取組事項

現状では部活動毎に決められた曜日、時間で活動を行っているため、特に支障はない。
ただし、本格的に地域クラブ活動を開始した際は、体育館の利用予約に影響が出ることが予想される。基本的には上記のとおり曜日、時間
ごとに利用団体を決めることで問題無いが、突発的な利用申請（練習試合等）が入った際の利用団体及び学校行事との調整にが難しい
（これまでは顧問の教職員の間で調整していた）。
また、競技の規定変更等（バレーでいうネットの高さなど）が生じた際の設備改修、備品購入などの費用負担元をどのようにするかが課題と
して挙げられた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

実証事業開始前から行われている取組ではあるが、拠点校体育館の利用が出来ない場合は小学校体育館を借用し、活動を行っている。
また、その際には地区のスポ少との合同練習を行うこともあり、部活動育成会に所属する指導者の負担軽減にも繋がっている。

特に
工夫した
事項

体育館の施設利用スケジュールは部活動地域移行準備検討委員会を最低年４回は開催し、会議の場で各地域クラブの三カ月先の利用
希望を取りまとめ、団体間及び学校との調整を行う。
設備改修、備品購入についても会議の場で各地域クラブから提案をいただく。いただいた提案を基に、教育委員会で財源を確認し、より効果
的で実態に即した予算化を行う。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ク：その他の取組

部活動に所属していない生徒や文化系部活動の生徒を中心に、多様なスポーツに触れる機会の提供を行う。

取組事項

地域スポーツ教室「ソフトテニス教室」を全４回開催した。
当初の予定では「部活動に所属していない生徒と文科系部活動の生徒を中心」としていたが、募集方法を「拠点校中学生」と「村民」とした
ところ、当初予定していた生徒の参加は無かったが、拠点校のソフトテニス部所属の生徒と指導者のほか、小学生３名と成人男性１名が参
加することとなった。
 

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

上記のとおり、参加対象を拡大し募集したことで、スポーツに触れる機会を広く提供できた。また、村内に競技団体のない「ソフトテニス」に注
力したことで、僅かではあるが競技人口の拡大に繋がった。
また、ソフトテニス部の指導者も参加したことで、初心者から経験者までを対象とした、技術指導方法を学ぶ機会にもなった。

特に
工夫した
事項

「オ：内容の充実」とも共通するが、今後は地域クラブ活動で実施している各競技の体験及び競技力向上の機会として「スポーツ教室」を開
催したい。開催に際しての講師選定及び内容については可能な限り部活動育成会や村内の競技団体の意向を反映させた内容で実施し、併
せて指導者も対象とした「技術指導」の研修機会にもしたい。
また、その他の多様なスポーツに触れる機会は村のスポーツ推進委員に依頼し「ニュースポーツ体験教室」を実施したい。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【ソフトテニス教室チラシ】 【地域移行講演会第一回、二回アンケート用紙】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【休日クラブ活動の様子】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【部活動地域移行講演会（兼、指導者研修会）の様子】

【地域スポーツ教室「ソフトテニス教室」の様子①】 【地域スポーツ教室「ソフトテニス教室」の様子②】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

準備検討委員会設置、
部活動育成会による地域

クラブ活動開始

次年度体制の整備（補
助金交付、兼業体制整
備、協議会設立準備）

九戸村スポーツ振興協議
会（仮称）設立

部活動育成会による休日
の地域クラブ活動継続

人材確保

施設利用の調整

関係団体との調整

拠点校との事前調整

予算化、保護者と教職員
へのアナウンス

地域クラブ活動拡大に向
けた準備

（部活動育成会→新規
受皿の設立準備）

保護者、教職員へのアナウンス

●拠点校校長から保護者と教職
員へ、令和５年度から部活動地
域移行を実施する旨をPTA集会
時や職員会議の際にアナウンスし
て頂いた。
現状では、既に部活動育成会
の活動が「地域移行を実施済み」
ともいえる状況でもあり、保護者、
教職員の理解は充分にあったため、
アナウンスした際の反対意見は特
に無かった。

令和５年 令和６年 令和７年

準備検討委員会設立

●教育委員会と拠点校とで委員
会の人選を行い、準備検討委員
会を設立。
今年度は実証事業であること、今
後の地域移行の動向についてお伝
えすると共に、実証事業上必要な
事務手続きのご案内を行った。
その際に聞こえた声として、長年
部活動の指導に携わってきた指導
者から、これまで自身が行ってきた
活動の中で感じたことと、行政の対
応が遅すぎる旨、ご指摘を頂いた。

実証事業開始~終了

●部活動育成会が受皿となり実
施している既存の活動を整えて「令
和５年度地域スポーツクラブ活動
体制整備事業」を実施。
当初予定していた７部活動中、
実証事業の対象となったのは５部
活動のみとなったが、その他の部活
動もこれまでと同様に休日の地域ク
ラブでの活動は実施出来ている。
令和６年度からは、次項に記載
の「九戸村教育委員会 部活動
改革スケジュール（案）」をベース
に、今回の実証事業で確認した課
題を解消したい。

拠点校と教育委員会の事前調整

●拠点校校長から教育委員会へ
部活動地域移行の実施を実案を
基に相談を頂いた。
頂いた実案を基に、その時点で実
現可能な内容を教育委員会から
校長へ提案し、複数回の打合せを
経て令和５年度から休日の部活
動地域移行を実施することとなった。
令和４年度に当初予算化を行う
予定であったが、財源不足のため
一時見送りとなった。
財源不足を解消するために、「令
和５年度地域スポーツクラブ活動
体制整備事業」の実施を申請。採
択されることとなった（予算化は令
和５年度補正予算にて実施）。

令和４年
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３．今後の方向性
地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ
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